予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：総務管理費　目：人事管理費　　　
	事業名　障がい者就労支援オフィス運営費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　総務部　人事課　人材育成係　電話番号：058-272-1111（内2207）

　　　　　　　　E-mail：c11102@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　5,880千円（前年度予算額：5,720千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,720
	0
	0
	0
	0
	0
	25
	0
	5,695

	要求額
	5,880
	0
	0
	0
	0
	0
	26
	0
	5,854

	1月29日時点
査定額
	5,880
	0
	0
	0
	0
	0
	26
	0
	5,854

	決定額
	5,880
	0
	0
	0
	0
	0
	26
	0
	5,854


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
①県内における障害者手帳所持者の増加

　  　H26 120,365人 →　H27 121,165人 　800人増
②障害者就職率の停滞

H26.7 県内求職者3,471人（うち重度障害838人）
H27.7 県内求職者3,619人（うち重度障害883人）

　 　 →障害者福祉施策を推進する「県」としての就労支援施策の拡充

　　③県職員の障がい者に接する機会の不足

　 　 →障がい者とのコミュニケーションの機会の創出

④障害者法定雇用率引上げ　　

 　 　県：H24 2.1%→H25 2.3%（※法改正により、H30年度から再引上げが予定
されている。）
　　　→障害者雇用の促進（正規・非常勤職員等の雇用拡大）
（２）事業内容

・障がい者の就労支援の場として、岐阜県庁内に障がい者就労支援オフィスを設置し、知的・精神に障害のある方に『公務職場における働く場』を提供する。

・雇用期間は１年更新で３年を限度とし、県庁での職務経験を活かし、民間企業等へのステップアップ就労を目指す。

・なお、オフィスでは、文書発送・整理、データ入力業務等、県庁内各課の業務を集約し一括して実施する。
　　■障がい者就労支援オフィス（「かがやきオフィスぎふ」）概要

・就労場所　岐阜県庁（人事課内）

・雇用者数　４名程度（障害者手帳取得者対象）

・身分　雇員

・勤務時間　週30時間　１日６時間（9:00～16:00）週５日勤務

・業務　県庁内の文書集配・整理、封入作業、コピー、簡易なデータ

入力 他

■連携機関
　・ハローワーク岐阜
　・岐阜障がい者就業・生活支援センター

・岐阜障害者職業センター

　・岐阜県立特別支援学校（特別支援教育課）

　・岐阜県（人事課・障害福祉課・労働雇用課）

（３）県負担・補助率の考え方

　　 「誰もが活躍できる場の創出」、「障がい者の社会参加の促進」のため、必要な経費であるため
（４）類似事業の有無
　　　無

　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	5,880
	○障がい者雇用経費

・賃　金　5,040千円

（時給830円×6h×21日×12月≒1,260千円／１名）

（1,260千円×４名＝5,040千円）　

・共済費　840千円


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	障がい者の就労支援の場として、県庁内に障がい者就労支援オフィス（かがやきオフィスぎふ）を設置し、知的・精神障害のある方に「公務職場における働く場」の提供を行う。また、県庁での職務経験を活かした民間企業等へのステップアップ就労等を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	オフィススタッフの民間企業等への就職者数
（目標については年度毎に雇用2年目を迎えるスタッフについて計上）
【単年度】
	-
（H25）
	2名
（H26）
	1名

（H27）
	3名
（H26）
	3名
（H28）
	-


	オフィススタッフの民間企業等への就職者数
【累　積】
	-
（H25）
	2名
（H26）
	3名
（H27）
	3名
（H26）
	6名
（H28）
	150％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・「かがやきオフィスぎふ」において、計４名の障がい者（知的障がい者４名）を雇用し、業務を実施した。

・障がい者の就労支援について、オフィススタッフの具体的な就労支援として、ケース会議を実施した。（５月）

・オフィススタッフの保護者との面談等を実施した。

・日々のオフィスの業務を通じて、障がい者とのコミュニケーションの機会を創出した。


（前年度の成果）

	・「かがやきオフィスぎふ」において、県庁内各課の業務を集約し一括して実施した。

・５月にケース会議を開催し、就労支援機関と各スタッフの就労支援に向けた課題及び支援方法を整理した後、スタッフ及び保護者との面談により、今後の就労の方向性等について確認を行った。
・日々のオフィスの業務を通じて、障がい者とのコミュニケーションの機会を創出し、障がい者と働くことに対する県職員の理解醸成を図った。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	　障がい者の就労支援を事業目的としており、「誰もが活躍できる場の創出」、「障がい者の社会参加の促進」の観点から、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	平成２７年度現在、民間企業等への就職には至った者はいないが、個々のスタッフが、最長３年の雇用期間の中で民間就労等へのステップアップに向けて着実に経験を積みながら、各自、就職活動等を行っており、概ね期待どおりの効果が得られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	県庁内各課からの業務依頼を踏まえ、オフィスリーダーの指導の下、業務の量と質を調整することにより、個々のスタッフが民間就労等に向けて着実に経験を積んでおり、事業の効率化が図られている。


（今後の課題）

	・オフィスの安定的な運営。
・オフィススタッフの民間企業等へのステップアップ就労。

・県が障がい者を直接雇用する場を拡大し、これを広く周知することにより、さらなる障がい者雇用の拡大を図る。


（次年度の方向性）
	・関係課、就労支援機関との連携を図るため、運営連絡会議、ケース会議等の場を活用しながら、民間企業等（県職員採用等を含む）への就労に向けた支援を実施する。

・オフィスの安定的な運営のために、業務依頼の洗い出し及び年間業務計画を策定し業務量の平準化を行う。また、関係課や就労支援機関と連携し、スタッフの欠員補充を滞りなく行う。
・県庁に勤務する職員が障がい者と共に働く機会を拡大し、障がい者と働くことに対する職員の理解醸成を図る。


